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第20回 定期大会討論2021年度級別定数改定等要求書を人事院へ提出

交
渉
の
よ
う
す
。
要
求
書
を
手
交
す

る
荘
司
書
記
長
（
左
）
と
人
事
院
の

練
合
職
員
団
体
審
議
官

質
問
・
意
見

職
員
の
生
活
と
健
康
を
守
る
取
組
を

異
動
に
伴
う
移
転
料
に
つ
い
て
、

全
開
発
に
お
い
て
も
当
局
と
交
渉
し

た
結
果
、
国
土
交
通
省
か
ら
財
務
大

臣
協
議
が
行
わ
れ
、
移
転
料
が
実
費

支
給
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
来
年

度
以
降
の
取
扱
い
に
つ
い
て
も
引
き

続
き
当
局
と
協
議
し
て
い
き
た
い
。

コ
ロ
ナ
禍
で
、
北
海
道
開
発
局
の

職
場
で
は
現
在
も
週
1
回
の
在
宅
勤

務
が
続
い
て
い
る
が
、
在
宅
勤
務
す

る
た
め
の
設
備
や
体
制
が
整
っ
て
い

な
い
た
め
出
勤
す
る
4
日
間
で
実
質

5
日
分
の
業
務
を
こ
な
さ
な
け
れ
ば

な
ら
ず
超
過
勤
務
の
要
因
と
な
っ
て

い
る
。
そ
の
よ
う
な
中
、
多
く
の
職

員
は
今
後
の
仕
事
の
や
り
方
や
業
務

管
理
、
勤
務
時
間
管
理
な
ど
に
不
安

を
持
っ
て
お
り
、
全
開
発
で
は
職
場

で
ア
ン
ケ
ー
ト
を
行
い
、
そ
の
結
果

を
基
に
当
局
に
改
善
を
求
め
て
い
く

こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
組
合
活

動
も
、
全
開
発
で
は
書
面
開
催
や
ウ

ェ
ブ
活
用
な
ど
で
対
応
し
て
い
る

が
、
集
合
し
て
議
論
す
る
必
要
が
あ

る
も
の
に
つ
い
て
は
、
対
策
を
万
全

に
し
た
上
で
開
催
し
て
お
り
、
執
行

部
と
し
て
は
会
議
等
の
都
度
判
断
し

て
い
く
こ
と
と
な
る
。

国
公
連
合
の
活
動
も
今
年
度
は
中

止
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
も
の
も
多

か
っ
た
が
、今
後
は
中
止
・
延
期
の
判

断
や
開
催
方
法
な
ど
に
つ
い
て
、
ど

の
よ
う
に
進
め
て
い
く
方
針
な
の
か
。

赴
任
旅
費
に
含
ま
れ
る
移
転
料
に

つ
い
て
は
、
財
務
省
が
今
年
2
月
に

異
動
に
伴
う
移
転
料
に
関
す
る
運
用

通
知
を
各
府
省
庁
に
行
っ
た
こ
と

で
、
従
来
の
定
額
支
給
か
ら
高
額
な

場
合
は
実
費
支
給
さ
れ
る
よ
う
に
な

り
、
大
幅
な
赤
字
を
被
る
職
員
は
か

な
り
減
少
し
た
と
思
わ
れ
る
。
し
か

し
、
自
家
用
車
や
バ
イ
ク
等
の
航
送

料
が
実
費
支
給
の
対
象
外
と
さ
れ
て

い
る
が
、
鉄
道
が
な
い
車
社
会
の
沖

縄
で
は
生
活
必
需
品
で
あ
り
、
移
送

方
法
の
取
扱
い
を
含
め
対
象
外
と
さ

れ
る
こ
と
は
納
得
で
き
な
い
。

ま
た
、
沖
縄
国
公
労
で
今
春
の
異

動
者
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
を
行
っ

た
と
こ
ろ
、
3
社
以
上
の
引
越
業
者

か
ら
の
見
積
り
取
得
に
手
間
が
か
か

る
こ
と
や
職
場
の
会
計
担
当
者
の
負

担
増
加
な
ど
の
問
題
が
明
ら
か
に
な

っ
た
。

国
公
連
合
に
お
い
て
は
、
構
成
組

織
と
情
報
交
換
を
行
い
つ
つ
、
財
務

省
へ
自
動
車
航
送
費
の
支
給
や
事
務

手
続
の
簡
素
化
な
ど
を
強
く
求
め
て

も
ら
い
た
い
。

執
行
部
見
解

職
場
の
声
を
活
動
に
反
映
す
る

異
動
に
伴
う
移
転
料
に
つ
い
て
、

本
年
財
務
省
が
一
定
の
取
扱
い
を
示

し
て
お
り
、
来
年
度
以
降
の
取
扱
い

は
各
当
局
と
協
議
し
て
い
た
だ
き
、

共
通
す
る
課
題
が
あ
れ
ば
、
国
公
連

合
と
し
て
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
。

ま
た
、
沖
縄
の
自
家
用
車
等
の
航
送

料
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
実
情

な
ど
を
公
務
労
協
国
公
関
係
部
会
と

共
有
し
連
携
し
て
財
務
省
の
担
当
部

局
と
も
協
議
し
て
お
り
、
各
府
省
庁

の
予
算
の
範
囲
も
あ
る
が
、
手
続
き

面
で
の
課
題
等
も
含
め
引
き
続
き

様
々
な
機
会
を
通
じ
関
係
当
局
に
改

善
を
求
め
て
い
き
た
い
。

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
超
勤
実
態
等
に

つ
い
て
は
、
構
成
組
織
か
ら
様
々
な

現
状
報
告
を
受
け
て
い
る
。
人
事
院

に
対
し
て
は
、
制
度
面
の
整
備
や
各

府
省
庁
を
通
じ
た
職
員
周
知
、
各
府

省
庁
へ
の
指
導
な
ど
を
公
務
員
連
絡

会
や
国
公
連
合
の
交
渉
で
求
め
て
き

た
。
今
後
も
対
応
し
て
い
く
の
で
、

職
場
実
態
な
ど
を
共
有
願
い
た
い
。

ま
た
、
組
合
の
活
動
に
つ
い
て

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
に
よ
る
取

組
の
可
否
基
準
は
な
く
、
全
国
の
感

染
拡
大
状
況
や
社
会
情
勢
な
ど
を
見

極
め
つ
つ
構
成
組
織
と
相
談
し
な
が

ら
判
断
す
る
こ
と
と
な
る
が
、
や
る

べ
き
こ
と
は
や
る
と
い
う
姿
勢
で
進

め
て
い
き
た
い
。

コ
ロ
ナ
禍
の
な
か
で
頑
張
る
職
員
の
労
苦
に
報
い
る
処
遇
改
善
を

国公連合は10月5日、人事院に対して
2021年度の級別定数改定等を求め、書記長
クラスによる要求書提出交渉を実施した。
荘司書記長が練合職員団体審議官に要
求書を提出し、「来年度予算の策定に向
けては新型コロナ対策が重点化されてい
るが、国の財政が引き続き厳しい状況に
あるので、機構・定員や級別定数の査定
も厳しくなるものと予想される。各構成
組織が共有できる項目に沿った形で要求
書をとりまとめた。また、各府省庁の職
場は年齢構成等が異なっているため、そ
れぞれの組織の現状について述べるの
で、現時点での考え方などを伺いたい」
と要請した。
それを受け練合審議官は、「来年度の
級別定数等に関する皆さんの要望は承っ

た。本年も予算編成のスケジュールに沿
って、各府省の実情や職員団体の要望等
も伺いながら作業を進めていく。各ポス
トの職務・職責の変化について級別標準
職務表を物差しとして適切に評価すると
いう基本スタンスに変わりはないが、今
後、個別の会見を通じて、担当レベルで
より詳細な意見・要望を伺ってまいりた
い」との見解を示した。
最後に荘司書記長が、「職員の労苦に

少しでも報いる処遇改善には、やはりポ
ストや級別定数が足りない。今後の各構
成組織や地方ブロックからの現場の声を
十分にくみ取っていただきたい。しかる
べき時期に委員長クラス交渉を行うので
回答をいただきたい。」と要請して交渉
を終えた。

国公連合男女平等参画推進委員会が人事院交渉

要
求
書
を
手
交
す
る
西
委
員
長（
右
）と

人
事
院
の
好
岡
参
事
官

国公連合男女平等参画推進委員会（西
委員長・全財務書記長）は10月13日、新
型コロナウイルス感染拡大を契機に急速
に推進された在宅勤務や時差出勤等働き
方改革とそれらに対応した両立支援への
適切な対応、6月に施行されたパワハラ
防止等の改正人事院規則に基づき、実効
性のある対策の徹底などを求め人事院交
渉を実施した。
西委員長が好岡職員福祉局・給与局参
事官に要求書を提出し、要求項目を説明
した。項目の柱は、①女性職員の採用拡
大、登用推進、②ワーク・ライフ・バラ
ンスが図られる職場環境の確立、③母性
の社会的保護と男女が生涯健康で働き続

けられるよう制度・環境の整備、
④公務職場におけるあらゆるハ
ラスメントの根絶、の4点。
各構成組織の参加者からは、

不妊治療休暇の新設、育児・介
護等支援制度の拡充、適正な勤
務時間の管理、定員枠の拡充・
管理の弾力化、国会質問の早期
通告などを求めた。
それに対し好岡参事官から
は、「男女平等参画推進のテー

マで現場の声を聞かせていただけること
は有意義」として、①女性職員の人材確
保、登用に向けて引き続き各負傷庁を支
援していく、②超勤上限規制については
昨年度の問題点を検証中である。必要に
応じて各府省を指導する、③育児・看護
等の休暇の改善、新設は引き続き要望と
して受け取る、④パワハラ等をはじめ各
種ハラスメント防止の人事院規則を整備
したので、円滑な運用に向け支援・指導
を行っていく、などと回答した。
最後に西委員長が「引き続き交渉・協

議、意見交換の場を設けて職場・職員の
声に耳を傾け、制度改正等に反映してい
ただきたい」と要請して交渉を終えた。

新
型
コ
ロ
ナ
対
策
に
よ
る
働
き
方
改
革
と
両
立
支
援
へ
の
適
切
な
対
応
を
求
め
る

2020方針案は満場一致で可決された

国公連合 2020年度 役員名簿退任役員の皆さん、お疲れ様でした！

愛のカンパ金 募集
「連合愛のカンパ」は、人道主義の立場から「自由、
平等、公正で平和な世界の実現」に向け、社会貢献活
動として取り組むものであり、NGO・NPO団体等の
事業・プログラムへの支援を行っています。皆様のご
協力をお願いいたします。
取組期間：2021年1月まで
※詳しくは各組合へお問い合わせ下さい。
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答弁する荘司書記長
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